
商品販売仲介契約書
　株式会社○○（以下、「甲」という。）と株式会社○○（以下、「乙」という。）は、以下のとおり契約する。
（目　的）
第１条　本契約は、甲が製造する製品「○○」（以下、「本件製品」という。）の販売について、乙に仲介を委託する取引に関する事項を定めることを目的とする。
（仲介委託）
第２条　甲は、本契約に基づき、本件製品の販売の仲介を乙に委託し、乙はこれを受託する。仲介業務にかかる一切の費用は、甲乙の協議により定めるものを除き乙の負担とする。

（販売権の留保）
第３条　甲は、本契約後も、本件製品を直接販売し、また、乙以外の第三者に本件製品の販売の仲介を委託することができる。
（仲介の方法）
第４条　乙は、仲介に際し、甲があらかじめ作成した契約書の内容を顧客に説明し、その契約条件について事前に甲に対して書面により通知し、その承諾を受けなければならない。
２　前項の承諾を受けた後、甲があらかじめ作成した契約書に、顧客の記名押印を受け、これを速やかに甲に交付する。
３　甲は、前項に基づいて顧客の記名押印済みの売買契約の交付を受けた後、速やかに当該契約に記名押印し、顧客に交付する。
４　前項の調印の完了により、仲介業務が完了したものとする。
５　乙は、仲介の成否にかかわらず、仲介に要する一切の費用を負担する。
（代金の決済）
第５条　乙は、甲の事前の同意を得て、自己の締結した契約に基づく代金を甲を代理して受領することができる。
２　前項に従って乙が代金を代理受領したときは、速やかに所定の書式に従って甲に報告し、甲の指定する方法により甲に支払う。
（仲介報酬）
第６条　乙の報酬は、成立した契約に関する入金総額に対して発生する。
２　甲は、成立した契約に関し、毎月１日から末日までの間に入金のあった総額の○％及びこれに賦課される消費税の合計額を、翌月末日限り、乙の指定する口座に振り込んで支払う。
（損害賠償）
第７条　甲が、乙の成立させた契約を履行できない事態が発生した場合、その責任は甲の負担とし、乙に迷惑をかけない。ただし、乙は、誠意を持って顧客との折衝に努め、円満な解決に協力する。
（秘密保持）
第８条　甲及び乙は、本契約に関連して知り得た相手方の技術上、営業上の秘密を第三者に漏洩してはならない。
２　前項の規定は、事前に相手方の書面による承諾を得た場合、及び、次のいずれかに該当する場合には、適用されない。
(１)　知得する以前に、既に公知となっているもの
(２)　知得する以前に、自ら開発し、又は正当な権利を有する第三者から入手したもの
(３)　知得した後に、自己の責に帰さない事由で公知となったもの
３　本条の規定に反して甲又は乙が第三者に秘密を漏洩した場合には、その者は相手方に対し、相手方が被った損害を賠償しなければならない。
（契約解除）
第９条　甲及び乙は、次の各号の一つにでも該当したときは、催告を要せず、通知により本契約を解除することができる。
(１)　本契約に定める支払を怠り、30日を経過したとき
(２)　支払を停止したとき、又は小切手若しくは手形の不渡りを１回でも発生させたとき
(３)　仮差押え、仮処分、強制執行、競売の申立て、公租公課滞納処分などを受け、又は破産、特別清算、民事再生、会社更生手続などの申立てがあったとき
(４)　事業の廃止、解散の決議をし、又は官公庁から業務停止その他業務継続不能の処分を受けたとき
(５)　経営が相当悪化し、又はそのおそれがあると認められる相当の理由があるとき
２　前項に定める場合を除き、甲及び乙の一方は本契約の条項又は当事者間のその他の契約事項の一つにでも違反し、30日間の期間を定めてその違反の是正を依頼したにもかかわらず、前記期間内に当該他の当事者がこれに応じないときは、本契約を解除することができる。
３　本契約が解除された場合、解除された甲又は乙は、本契約解除のときまでに被ったすべての損害に対する金額を、当該他の当事者に直ちに現金で支払う。
（反社会的勢力の排除）

第10条　甲及び乙は、自己又は自己の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）、代理人若しくは媒介をする者が、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業又は団体、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等の反社会的勢力（以下、併せて「反社会的勢力」という。）に該当しないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当しないことを相互に確約する。

(１)　反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係を有すること

(２)　反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること

(３)　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に反社会的勢力を利用していると認められる関係を有すること

(４)　反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること

(５)　役員又は経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有すること

２　甲又は乙は、前項の確約に反して、相手方又は相手方の役員、代理人若しくは媒介をする者が反社会的勢力あるいは前項各号の一にでも該当することが判明したときは、前条第２項の定めにかかわらず、催告を要せず、本契約を解除することができる。

３　前項に基づき本契約が解除された場合には、解除された者は、当該解除により生じたいかなる損害賠償も請求しない。

（中途解約）
第11条　甲は、３か月前に予告することにより、本契約を中途解約することができる。
（有効期間）
第12条　本契約の有効期間は、本契約の規定に基づいて中途で解除、解約される場合を除き、本契約の締結日から３年間とする。但し、期間満了の３か月前までに甲乙いずれからも別段の申し出がない場合には、さらに１年延長するものとし、以後も同様とする。
（裁判管轄）
第13条　本契約に関する紛争については、○○地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とすることに合意する。
（誠実協議）
第14条　本契約に定めのない事項又は解釈に疑義の生じた事項については、甲乙協議の上、解決するものとする。
　以上、本契約の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。
平成○○年○○月○○日
甲　　○○県○○市○○町○丁目○番○号
　　株式会社　A

　　　　代表取締役　　○○　○○
乙　　○○県○○市○○町○丁目○番○号
　　株式会社　B

　　　　代表取締役　　○○　○○
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